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株式会社名古屋産業大学グリーン・ソーシャルビジネス

（提供書面）

事 業 報 告

平成 25年  1月 1日から

平成 25年 12月 31日まで

1 企業の現況

（1）当事業年度の事業の現況

当社は、平成 23 年 3 月 28 日、大学生が環境ビジネスを実践的に学び、低炭素社会の実

現に貢献する場として、名古屋産業大学尾張旭キャンパス内に設立されました。当社設立

は、名古屋産業大学の「共育課程」の一環となるもので、環境ビジネス関連企業との連携

のもとに、大学生が中心となって会社を運営し、CO2 をテーマとしたソーシャル・ビジネ

ス（社会的事業）を展開するとともに、環境ビジネスを担う人材の育成を行うことを目的

としています。

当事業年度においては、以下の事業スキームに基づく事業活動の充実に取り組みました

が、その現況は、以下のとおりです。

環境ビジネス関連企業
　 　 ◆LED照明やCO2濃度測定器等の販

　売、管理運営

◆教育CSRの推進　など

　

　 　

　　　株式会社名古屋産業大学
 　企業・地方自治体等 　　　グリーン・ソーシャルビジネス 　   小・中学校・高等学校
◆施設の省CO2化とエネルギー消費 ① ② ◆CO2濃度常時測定局の設置

　の削減 　【当面の事業展開】 　 ◆CO2データ等を利用した環境教育の

◆環境CSRの推進　など 　 　　①LED照明の普及等による省CO2化の促進 　 　推進など

　　②CO２濃度測定局を拠点とした環境教育の推進 　

　　③上記に係る人材の指導、育成　など

　

◆環境ビジネスを実践的に学ぶこと

　ができるカリキュラムの編成 　

◆環境教育研究の推進　など

名古屋産業大学

省CO2化の事業
提案及び実施

企業講座の開催
を通じた学生の就
業力育成と事業参
画

CO2濃度マップに
基づく環境教育の
サポート

PBLを通じた環境
ビジネス人材の育
成

③

③

■事業スキーム
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① 環境ビジネス講座の開催

大学生が環境ビジネスを実践的に学ぶ場として、名古屋産業大学と連携し、企業経営者

等を招いた環境ビジネス講座を以下のとおり開催しました。なお、この講座は、名古屋産

業大学の専門ゼミナール共通プログラムとして実施しました。

・平成 25年 5月

◇平成 25年度第 1回講座

   講師：伊藤雅一（名古屋産業大学学長・当社代表取締役）

      髙木祥太（名古屋産業大学大学院環境マネジメント研究科博士後期課

程・当社取締役）

   演題：㈱名産大 GSBの第 2期事業報告と今後の事業展開

・平成 24年 6月

  ◇平成 24年度第 2回講座

   講師：講師 岩橋 孝氏（ミネルヴァコンサルティング（株）代表取締役社

長、（株）バイテック環境部門長）

   演題：LED照明と ESCO事業

・平成 25年 7月

  ◇平成 25年度第 3回講座

講師：小川みのり氏（株式会社バイテック）

   演題：防犯灯の製品種類と特徴・シミュレーション表の作成

・平成 25年 10月

  ◇平成 25年度第 4回講座（公開プレゼンテーション）

   講師：髙木祥太（名古屋産業大学大学院環境マネジメント研究科博士前期課

程・当社取締役）

   演題：尾張旭市における街路灯の LED照明化

・平成 25年 11月

◇平成 25年度第 5回講座

   講師：林 敬三（名古屋産業大学教授・当社取締役）

   演題：台湾における環境ビジネス

   発表者：孫 曉梅（名古屋産業大学学部 4年生）

   演題：株式会社MARUWAへの提案に関する報告

・平成 25年 12月

  ◇平成 25年度第 6回講座

講師：神田 明昌（サントリービバレッジサービス（株））

   演題：環境ビジネスとしての自販機ビジネス

また、企業講座で得た実務知識を活かし、平成 25年 8月に、学生 5名が、尾張旭市の

街路灯 LED 化をテーマとした実践型学習を実施、その成果については、同年 10 月、名
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古屋産業大学 3号館において学生による公開プレゼンテーションを行いました。

② LED照明導入提案活動の推進

環境ビジネス講座で得た実務知識等を活かし、環境ビジネス関連企業との連携のもと

に、2 法人、2 自治体を対象に、LED 照明導入の提案活動に加え、当期の新規事業とし

て、省エネルギーに関する包括的なサービスを提供する ESCO 事業を適用した防犯灯の

LED照明導入の自治体向け提案活動を行いました。

また、学生による事業活動を支援するため、ミネルヴァ・コンサルティング㈱、㈱ラッ

クランド、シャープエレクトロニクスマーケティング㈱、パナソニック㈱エコソリューシ

ョンズ社、㈱ユードム、㈱ネスコ、㈱バイテック、㈱サントリービバレッジサービス、㈱

三菱 UFJ リサーチ＆コンサルティング、㈱ウエィストボックス、以上の 10 社がご参画

いただいています。

なお、当社では、名古屋産業大学や環境ビジネス関連企業と連携し、大学のキャリア

教育と企業の新入社員教育とが融合した新たな人材育成システムとして、「無就活（自動

就活動）システム」の導入に取り組んでいます。平成 24年 8月に㈱東横インと名古屋産

業大学との間で協定締結が行われたほか、当社の事業活動に参画していただいている㈱

ユードム、㈱ラックランド、㈱サントリービバレッジサービス、㈱ウエィストボックス

と名古屋産業大学との間においても、順次、協定が締結されました。「無就活（自動就活）

システム」については、「自動就活システム」としてビジネスモデル特許申請中です。

③ CO2濃度測定局を拠点とした環境教育の推進

平成 25 年 10 月に菊華高等学校、㈱ネスコとの覚書を締結し、これに基づき、環境貢

献の一環として、環境教育の拠点となる CO2濃度測定局並びに CO2データモニター装置

を菊華高等学校キャンパスに設置することを支援しました。

④ 公式ホームページの運営

平成 23 年 8 月に当社の公式ホームページを開設しましたが、当事業年度においても、

学生による会社運営の一環として、学生の手作りによって製作、運営を行いました。また、

平成２５年１２月にはより多くの学生が関わり、簡便にホームページの運営ができるよう

リニューアルを行いました。

⑤ パブリシティ活動の推進

事業活動に当たっては、メディアへのパブリシティ活動を推進し、以下の新聞、雑誌に

当社の事業活動等が掲載されました。

・平成 25年 3月 1日（金）

  ◇東横イン客室専用誌「たのやく」3月号
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   東横 INN×名古屋産業大学 「無就活（自動就活）」システムの取り組み

・平成 25年 6月 1日（土）

  ◇東横イン客室専用誌「たのやく」6月号

   東横 INN×名古屋産業大学 名産大 GSBを通じた実践学習

  ◇日経ビジネス 日経トップリーダー特別版

   大学内に株式会社を設立 現代ビジネスを通して実践力を育成

・平成 25年 7月 8日（月）

  ◇中部経済新聞 4面（特集）

   学内に株式会社 実践力育む

・平成 25年 10月 23日（水）

◇中日新聞朝刊 18面

    名産大院学生が尾張旭市に提案 自治会企画

   ◇中部経済新聞 6面

    街路灯 LED化提案 名古屋産業大 学生が公開プレゼン

   ◇読売新聞 31面

    街路灯の LED化提案 名産大 尾張旭で環境ゼミ

（2）対処すべき課題

当事業年度においては、大学生が環境ソーシャルビジネスを展開するための教育システ

ムの整備、充実並びに当社の環境ソーシャルビジネスを社会的に周知するためのパブリシ

ティ活動を引き続き推進しました。

その中で、LED照明の事業提案件数については、第 2 期事業年度の成果を踏まえ、年間

4 件から 10 件程度への拡大を、また、連携する環境ビジネス関連企業については、7 社か

ら 10 社程度への拡大を目指しました。連携企業は 10 社（前期比 3 社増）と目標を達成し

ましたが、事業提案件数については、学生が取り組む事業活動の幅を拡げる観点に立った

教育システムの充実に重点を置いたこともあり、4件（前期比増減なし）にとどまりました。

企業等への事業提案活動については、平成 24年 4月にスタートした新カリキュラムの 3

年次において、当社の学内インターンシップが位置づけられており、大学生の事業参画は

平成 26年度から本格化します。

この学内インターンシップについては、3年次春学期の正課教育（6単位）として、①ビ

ジネス学習の復習、②企業講座、③PBL 型実践学習の 3 つのプログラムで構成し、まずは

当社の事業活動に必要な知識の取得や企業、自治体の向けた模擬実践を行います。

3年次秋学期以降は、学内インターンシップの単位取得者を中心に希望者を募り、課外活

動として、学生が当社の事業活動に参画する仕組みづくりを行います。その際、事業提案

を行う企業の開拓や大学生の活動を支援する体制づくりについて、当社の事業活動にご参

画いただいている環境ビジネス関連企業と連携し、強化を図っていきます。
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また、当社の教育システムは、海外の大学から高い関心が寄せられており、今後は、台

湾を中心とする海外事業展開に向けた取り組みを進めていきます。

事業提案活動に伴う収益については、引き続き CO2濃度測定局の拡大と、ここを拠点と

した環境教育の普及、拡大に取り組みます。

以上から、第 4期事業年度（平成 26年 1月 1日から同年 12月 31日まで）においては、

次の事業計画に沿った取り組みを推進します。

① 事業計画

ⅰ）国内事業活動の推進

名古屋産業大学と連携した学内インターンシップを実施し、そこで得た実務知識等を

活かして、当面は、①LED照明導入の企業向け提案業務、②ESCO事業を活用した防犯

灯 LED化の自治体向け提案業務、③CO2クレジットのコンサルティング業務に取り組み

ます。

事業提案件数については、第 3期事業年度の状況を踏まえ、年間 3件から 10件程度へ

の拡大を目指します。なお、連携企業とは、無就活（自動就活）システムの普及に向け

て協議し、その拡大促進を図ります。

ⅱ）海外事業活動の展開

名古屋産業大学と育達科技大学が協働し、台湾での環境教育の普及を目指す「日台環

境教育センター」が開設予定であることを踏まえ、当社としては、環境教育で使用され

る測定機材に係る現地生産、現地販売の体制づくりの支援に取り組みます。

ⅲ）CO2濃度測定局を拠点とした環境教育の普及

LED照明導入の提案活動に伴う収益を活かし、一般社団法日本 CO2濃度マップ普及協

会との連携も図りながら、CO2 濃度測定局を拠点とした環境教育の普及や CO2 クレジッ

トの市場開拓に取り組みます。

ⅳ）環境ビジネス人材の育成

上記ⅰ）からⅲ）の活動を通じて、名古屋産業大学の学生を対象に、学内インターン

シップを通じて、学生による会社運営の本格化に向けた取組を進めます。

② 事業スケジュール

  LED 照明導入提案活動など国内事業活動と、その収益を活用した環境教育の普及活動

の継続的な推進を図るとともに、海外事業活動、環境ビジネス人材育成活動などについ

ては、概ね以下のスケジュールのもとに推進します。

  平成 26年 1月 平成 25年度第 7回環境ビジネス講座の開催（名古屋産業大学）



6

株式会社名古屋産業大学グリーン・ソーシャルビジネス

平成 25年度第 8回環境ビジネス講座の開催（名古屋産業大学）

  2月～3月 PBL 型実践型学習の推進（CO2クレジット）

3月  株主総会の開催

        4月 学内インターンシップ登録学生の受け入れ（正課教育）

4月～5月 学内インターンシップ（ビジネス基礎の復習：30時間）

5月～6月 学内インターンシップ（企業講座：18時間）

6月～7月 学内インターンシップ（PBL型実践学修：42時間）

         7月  台湾・育達科技大学への日台環境教育センターの開設支援

       8月 学生を中心とした事業活動に着手（正課外教育）

       9月 第 1回フォローアップ研修（事業：2～4時間）

     10月 第 2回フォローアップ研修（広報：2～4時間）

      11月 第 3回フォローアップ研修（営業：2～4時間）

      12月 第 4回フォローアップ研修（経理：2～4時間）

（3）主要な事業内容（平成 25年 12月 31日現在）

   ① 自然環境における二酸化炭素等の濃度の測定等、環境の改善に関する調査、研究事

   業

② 自然環境における二酸化炭素等の濃度の測定器等、環境の改善、保全に関わる機器

の販売、設置事業

③ 自然環境における二酸化炭素等の濃度の研究等、環境の改善に関する人材の指導、

育成事業

④ その他の事業

（4）本社及び主要な営業所

  本社 愛知県尾張旭市新居町山の田 3255-5

（5）従業員の状況

従業員数 前事業年度末比増減 平均年齢 平均勤続年数

0名 - - -

２ 会社の現況

(1) 株式の状況（平成 25年 12月 31日）

① 発行可能株式総数 400株

② 発行済株式の数  100株

③ 株主数       3名
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株主名
当社への出資状況

持株数 出資比率

日比谷 平四郎 40 株 40.00%

伊藤 雅一 30 株 30.00%

増田 博美 30 株 30.00%

（2）会社役員の状況

① 取締役及び監査役の状況（平成 25年 12月 31日）

会社における地位 氏名 担当

代表取締役 伊藤 雅一

取締役 増田 博美

取締役 髙木 祥太

  取締役 林  敬三

取締役 加藤 和彦

取締役 岡村  聖

監査役 日比谷 平四郎

② 取締役及び監査役に支払った報酬等の総額

区分 支給人員 報酬等支給額

取締役 0名 0円

監査役 0名 0円

合計 0名 0円


